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≪防衛省≫ 

 

表 19－１ 防衛省の政策評価に関する計画の策定状況 

基本計画の
名称 

防衛省における政策評価に関する基本計画 (平成 23年３月 31日策定） 
平成 24 年３月 30日一部改正 

基本計画の
主な規定内
容 

１ 計画期間 ○ 平成 23 年度から 27年度までの５年間 

２ 事前評価の対
象等 

○ 事前評価は、事業評価を基本として実施する。 
○ 施策（狭義）において、新規に概算要求、組織及び定員要求

又は法令の改正を伴う場合は、特段の事情がない限り評価の対
象とする。 

○ 事務事業については、以下に該当する場合は、特段の事情が
ない限り評価の対象とする。 
ア 新規研究開発（技術開発、重要技術研究及び総事業費 10億

円以上の技術研究） 
イ 概算要求、組織及び定員要求又は法令の改正を行うもので、

新規に実施しようとするもののうち、国民の関心が高いと考
えられるなど、政策所管課等が必要と認める場合 

○ 公共の利益のために、国民の権利を制限し、又はこれに義務
を課する法令の制定又は改廃を行う場合は、評価の対象とする。 

○ 国税における租税特別措置及び地方税における税負担軽減措
置等に係る税制改正要望を行う場合は、評価の対象とする。 

３ 事後評価の対
象等 

○ 計画期間内において事後評価の対象としようとする政策は、
法第７条第２項各号に規定されている要件に該当する政策を含 
め、毎年度の実施計画に明記し、防衛大臣が定める。 

○ 事後評価は、中間段階の事業評価、事後の事業評価、実績評
価及び総合評価として実施する。 

４ 政策評価の結
果の政策への反
映 

○ 政策評価の結果は、概算要求、組織及び定員要求、法令等に
よる制度の新設又は改廃等による政策の見直し、各種中長期計
画の策定等の企画立案作業に資するため、大臣官房企画評価課
（以下「企画評価課」という。）から政策所管課に適時に通知
する。 

○ 政策所管課は、政策評価の結果を当該政策に反映させるとと
もに、反映状況を適切に把握する観点から、少なくとも年に１
回、政策評価の結果の政策への反映状況を企画評価課に速やか
に通知する。その際、企画評価課は、評価結果の政策への反映
を促進するとともに、政策への反映が不十分であると判断した
場合は、適切な反映を図る旨当該政策所管課に通知する。 

５ 国民の意見・要
望を受けるため
の窓口の整備 

○ 企画評価課は、評価書、評価結果の政策への反映状況等の公
表に当たり、国民が容易にその内容を把握できるよう、防衛省
ホームページへの掲載、広報窓口への備付け等を行う。 

○ 部外からの意見・要望等は、企画評価課又は防衛省ホームペ
ージ上で受け付け、必要な措置を講ずる。 

実施計画の
名称 

平成23年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画（平成23年８月10日策定） 
平成23年９月30日一部改正 

実施計画の
主な規定内
容 

１ 基本計画に掲げた政策のうち、実施計画の計画
期間内に対象としようとする政策（法第７条第２
項第１号に区分されるもの）及び評価の方式 

○ 中間段階の事業評価：８項

目 

○ 事後の事業評価：７項目 

○ 実績評価：２項目 

○ 総合評価：２項目 
（総合評価については、平成 24
年８月までに評価を終える。） 

２ 未着手・未了（法第７条第２項第２号イ及びロ
に該当するもの） 

該当する政策なし 

３ その他の政策（法第７条第２項第３号に区分さ
れるもの） 

該当する政策なし 
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表 19－２ 防衛省における政策評価の実施状況等の概要（総括表） 

政策評価の対象
としようとした
政策の区分 

評価実施件数 
政策評価の結果 
の内訳別件数 

政策評価の結果の政策への 
反映状況の内訳別件数 

事前評価 事業評価方式（新規事
業）：２件 
    〔表19－３－ア〕 

 

事業を実施するこ
とが妥当 

２ 
 

評価結果を踏まえ、評価対象事
業（施策）を実施することとし
た（実施することを予定） 

２ 

 概算要求に反映 ２ 

事業評価方式（新規研究
開発）：11件 
     〔表19－３－イ〕 

事業を実施するこ
とが妥当 

11 評価結果を踏まえ、評価対象事
業（施策）を実施することとし
た（実施することを予定） 

11 

 概算要求に反映 11 

機構・定員要求に反映 6 

 定員要求に反映 6 

事業評価方式（租税特別
措置等）：１件 

     〔表19－３－ウ〕 

事業を実施するこ
とが妥当 

１ 評価結果を踏まえ、税制改正要
望を行うこととした 

１ 

 
事 

後 

評 

価 

実施計画
期間内の
評価対象
政策 
（法第７条第

２項第１号） 

実績評価方式：２件 
    〔表19－３－エ〕 

 

今後も引き続き実
施することが妥当 

２ 評価結果を踏まえ、これまでの 
取組を引き続き進めた（進める 
予定）    

【引き続き推進】 

２ 

 概算要求に反映 ２ 

事業評価方式（中間段
階）：８件 
     〔表19－３－オ〕 

 

今後も引き続き実
施することが妥当 

３ １ 評価結果を踏まえ、これま
での取組を引き続き進めた
（進める予定）    

【引き続き推進】 

３ 

 概算要求に反映 ３ 
これまでの取組を
一部変更して実施
することが妥当 

５ ２ 評価結果を踏まえ、評価対
象政策の改善・見直しを行っ
た（することとした又はする
予定）   

【改善・見直し】 

５ 

 機構・定員要求に反映 ５ 

  定員要求に反映 ５ 

事業評価方式（事後）：
７件  〔表19－３－カ〕 

研究開発課題は達
成された 

７ 評価結果を踏まえ、今後の研究
開発又は装備化に反映させる
もの 

７ 

｛総合評価方式：２件｝ 
      〔表19－３－キ〕 

― 
 

― 
 

― 
 

― 
 

未着手 

（法第７条第
２項第２号
イ） 

該当する政策なし ― 
 

― 
 

― ― 

未了 

（法第７条第
２項第２号
ロ） 

該当する政策なし ― 
 

― 
 

― ― 

その他の 
政策 
（法第７条第２ 

項第３号） 

該当する政策なし ― 
 

― 
 

― ― 

（注） ｛ ｝は、評価実施中のもの（外数）である。 
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表 19－３ 防衛省における評価対象政策の一覧 

 

１ 事前評価 

 

（１）平成 24年度予算概算要求に当たり、事業評価方式を用いて、以下の２項目を対象として評

価を実施し、その結果を平成 23年９月 30日に「平成 23年度政策評価書（事前の事業評価）」

として公表。 

 

表 19－３－ア 事業評価方式により事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

〔２－２－(1) 装備品等の整備〕 

１ ８８式地対艦誘導弾システム（改） 

２ 次期戦闘機の取得 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ 
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/56697.html)の表19－４－(1)参照。 

    ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（２）平成 24 年度予算概算要求に当たり、事業評価方式を用いて、以下の 11項目を対象として

評価を実施し、その結果を平成 23年９月 30日に「平成 23年度政策評価書（事前の事業評価）」

として公表。 

 

表 19－３－イ 研究開発を対象として事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

〔２－２－(3) 研究開発の推進〕 
１ 火力戦闘車の開発 

２ 潜水艦用新魚雷の開発 

３ Ｆ－２の支援戦闘能力向上のための開発 

４ 将来ミサイル警戒技術に関する研究 

５ 戦闘機用統合火器管制技術の研究 

６ 直巻マルチセグメント・ロケットモータの研究 

７ 対空誘導弾高速化光波ドーム技術の研究 

８ ＣＢＲＮ脅威評価システム技術の研究 

９ 遠隔操縦式小型偵察システムの研究 

10 高射機関砲システム構成要素の研究 

11 可変深度ソーナーシステムの研究 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/56697.html)の表19－４－(2)参照。 

  ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（３）租税特別措置等に係る１政策を対象として事前評価を実施し、その結果を平成23年９月30

日に「租税特別措置等に係る政策の事前評価書」として公表。 

 

表 19－３－ウ 租税特別措置等を対象として事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 軽油引取税の課税免除の特例措置の延長 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/56697.html)の表19－４－(3)参照。 
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２ 事後評価 

 

（１）実績評価方式を用いて、「平成 23年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に

基づき、以下の２項目について評価を実施し、その結果を平成 23年９月 30日及び 24年３月

30 日に「平成 23年度政策評価書（実績評価）」として公表。 

 

表 19－３－エ 実績評価方式により事後評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

〔２－２－(2) 装備品等の維持〕 

１ 補給システムの基盤部分の整備（成果重視事業） 引き続き推進 

〔２－２－(8) 自衛隊施設の効率的な維持及び整備〕 

２ 施設整備におけるコスト縮減の推進 引き続き推進 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/56697.html)の表19－４－(4)参照。 

  ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（２）事業評価方式を用いて、「平成 23年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に

基づき、以下の８項目について評価を実施し、その結果を平成 23年９月 30日に「平成 23年

度政策評価書（中間段階の事業評価）」として公表。 

    

表 19－３－オ 事業評価方式により事後評価した政策（中間段階） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

〔１－１－(7) 大規模災害、特殊災害等への対応〕 

１ 災害時等における関係機関との通信確保に係る連携の強化 改善・見直し 

〔１－２－(2) 二国間・多国間防衛協力・交流、共同訓練・演習〕 

２ アジア太平洋地域における多国間防衛協力の促進 改善・見直し 

〔２－１－(2) 人材の確保・人事施策の見直しを含む人事制度改革〕 

３ 予備自衛官等制度における信頼性の向上（大規模・特殊災害等に対応する
ための基盤強化及び予備自衛官室の新設） 

改善・見直し 

〔２－１－(3) 衛生機能の強化〕 

４ メンタルヘルスケア対策の強化 改善・見直し 

〔２－２－(1)  装備品等の整備〕 

５ 哨戒ヘリコプターＳＨ－６０Ｋ 引き続き推進 

６ 戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修 引き続き推進 

〔２－２－(2)  装備品等の維持〕 

７ 海外納入における燃料調達の見直し 引き続き推進 

〔２－２－(3) 研究開発の推進〕 

８ 技術情報の収集・分析体制の強化 改善・見直し 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/56697.html)の表19－４－(5)参照。 

  ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

 

（３）事業評価方式を用いて、「平成 23年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に

基づき、以下の７項目について評価を実施し、その結果を平成 24年３月 30日に「平成 23年

度政策評価書（事後の事業評価）」として公表。 
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表 19－３－カ 事業評価方式により事後評価した政策（事後） 

№ 評 価 対 象 政 策 

〔２－２－(3) 研究開発の推進〕  
１ 新艦対艦誘導弾用複合シーカの研究 

２ 将来光波センサシステム構成要素技術の研究 

３ スマートＲＦセンサの研究 

４ スマート・スキン機体構造の研究 

５ 高運動ステルス機技術のシステム・インテグレーションの研究 

６ 早期警戒滞空型レーダ技術の研究 

７ 次世代潜水艦ＡＩＰシステムの研究 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/56697.html)の表19－４－(6)参照。 

２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（４）総合評価方式を用いて、「平成 23年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に

基づき、以下の２項目について評価を実施中（平成 24年８月公表予定）。 

 

表 19－３－キ 総合評価方式により事後評価した政策 

 

№ 評 価 対 象 政 策 

〔１－１－(7) 大規模災害、特殊災害等への対応、１－４－(1) 統合の強化、３－２－(1) 各種
分野における協力の一層の推進〕 

１ 東日本大震災への対応 

〔１－２－(2) 二国間・多国間防衛協力・交流、共同訓練・演習、１－２－(3) 人道支援・災害救
援・能力構築支援等の非伝統的安全保障分野における協力、１－３－(1) 国際平和協力活動への積
極的な取組、１－３－(4) 軍備管理・軍縮分野への協力〕 

２ 国際社会における多層的な安全保障協力の推進 

(注) 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 
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(2) 国際平和協力活動への対応能
力の強化

政策体系(防衛省)

政策目標 政策(狭義) 施策（広義） 施策（狭義）

(6) 複合事態への対応

(4) 軍備管理・軍縮分野への協力

１ 防衛力の役割を果たすた
  め、各種事態等への対応に
  必要な態勢に加え、即応態
  勢、統合運用態勢及び国際
  平和協力活動の態勢を保持
  しつつ、当該役割を効果的
  に果たし得る自衛隊の体制
  を保持

(3) 衛生機能の強化

(1) 国際平和協力活動への積極的
な取組

(7) 大規模災害、特殊災害等への
対応

(8) 不確実な将来情勢の変化への
必要最小限の備え

(3) 情報機能の強化

(3) 人道支援・災害救援・能力構
築支援等の非伝統的安全保障分
野における協力

(1) 周辺海空域の安全確保

(2) 島嶼部に対する攻撃への対応

２ 装備品等の取得改
革等

(3) サイバー攻撃への対応

４ 自衛隊の体制整備
に当たっての重視事
項

(4) ゲリラや特殊部隊による攻撃
への対応

(5) 弾道ミサイル攻撃への対応

(4) 後方業務の合理化・効率化の
推進

(1) 統合の強化

２ 防衛力の能力発揮のための
基盤の保持

１ 人的資源の効果的
な活用

(2) 装備品等の維持

(3) 研究開発の推進

(5) 安全保障問題に関する研究・
教育の充実・強化

(1) 装備品等の整備

２ アジア太平洋地域
の安全保障環境の一

  層の安定化

(1) 常続監視、訓練・演習等の各
種活動

(2) 二国間・多国間防衛協力・
交流、共同訓練・演習

(2) 能力構築支援、国際テロ対
策、海上交通の安全確保及び
海洋秩序の維持

(3) 気候変動・資源の制約が安全
保障環境等に及ぼす影響の研究

・
我
が
国
の
安
全
保
障
の
目
標
（

①
我
が
国
に
直
接
脅
威
が
及
ぶ
こ
と
を
防
止
し
、

脅
威
が
及
ん
だ
場
合
に
は
こ
れ
を
排
除
す
る
と
と
も
に
被
害
を
最
小
化
す
る
こ

と
で
あ
り
、

も
っ

て
我
が
国
の
平
和
と
安
全
及
び
国
民
の
安
心
・
安
全
を
確
保
、

②
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
の
安
全
保
障
環
境
の
一
層
の
安
定
化
と
グ
ロ
ー

バ
ル
な
安

全
保
障
環
境
の
改
善
に
よ
り
脅
威
の
発
生
を
予
防
す
る
こ
と
で
あ
り
、

も
っ

て
自
由
で
開
か
れ
た
国
際
秩
序
を
維
持
強
化
し
て
我
が
国
の
安
全
と
繁
栄
を
確
保
、

③

世
界
の
平
和
と
安
定
及
び
人
間
の
安
全
保
障
の
確
保
に
貢
献
）

を
達
成
す
る
た
め
、

我
が
国
自
身
の
努
力
、

同
盟
国
と
の
協
力
、

ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
に
お
け
る
協

力
、

グ
ロ
ー

バ
ル
な
協
力
等
多
層
的
な
安
全
保
障
協
力
を
統
合
的
に
推
進

・
防
衛
力
に
つ
い
て
は
、

各
種
事
態
に
対
し
、

よ
り
実
効
的
な
抑
止
と
対
処
を
可
能
と
し
、

ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
の
安
全
保
障
環
境
の
一
層
の
安
定
化
と
グ
ロ
ー

バ

ル
な
安
全
保
障
環
境
の
改
善
の
た
め
の
活
動
を
能
動
的
に
行
い
得
る
動
的
な
も
の
と
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、

即
応
性
、

機
動
性
、

柔
軟
性
、

持
続
性
及
び

多
目
的
性
を
備
え
、

軍
事
技
術
水
準
の
動
向
を
踏
ま
え
た
高
度
な
技
術
力
と
情
報
能
力
に
支
え
ら
れ
た
動
的
防
衛
力
を
構
築

※ この政策体系は、平成23年度における評価に係るもの

１ 実効的な抑止及び
対処

３ グローバルな安全
保障環境の改善

(1) 人材の育成・教育訓練

(2) 人材の確保・人事施策の見直
しを含む人事制度改革

別表 
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（注） 政策ごとの予算との対応については、防衛省ホームページ（http://www.mod.go.jp/j/yosan/2012/taiou.pdf）参照

(4) 防衛生産・技術基盤の維持・
育成

(1) 基地周辺対策の推進

(7) 装備品等の運用基盤の充実

(5) 防衛装備品をめぐる国際的な
環境変化に対する方策の検討

(6) より一層の効果的かつ効率的
な装備品等の取得の推進

３ 新たな安全保障環境にふさ
  わしい形での日米同盟の深化
  ・発展

(2) 補償の実施等

(8) 自衛隊施設の効率的な維持及
び整備

３ 関係機関や地域社
会との協力の推進

(3) 各種事態における関係機関や
地域社会との連携

１ 戦略的な対話及び
政策調整

(1) 各種分野における協力の一層
の推進

(2) 日米防衛協力の深化

(1) 在日米軍施設の整備等３ 在日米軍の駐留を
より円滑かつ効果的
にするための取組

(1) 共通戦略目標・役割・任務・
能力の検討等

２ 日米防衛協力の強
化



  

 

 


